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まえがき 

この規格は，工業標準化法第 12 条第 1 項の規定に基づき，一般社団法人日本品質管理学会（JSQC）及

び一般財団法人日本規格協会（JSA）から団体規格（JSQC-Std 21-001:2015）を基に作成した工業標準原案

を具して日本工業規格を制定すべきとの申出があり，日本工業標準調査会の審議を経て，経済産業大臣が

制定した日本工業規格である。 

この規格は，著作権法で保護対象となっている著作物である。 

この規格の一部が，特許権，出願公開後の特許出願又は実用新案権に抵触する可能性があることに注意

を喚起する。経済産業大臣及び日本工業標準調査会は，このような特許権，出願公開後の特許出願及び実

用新案権に関わる確認について，責任はもたない。 
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0 序文 

0.1 一般 

製品及びサービスによって顧客に価値を提供するには，顧客にとって魅力的な製品及びサービスを企画

及び設計し，それを確実に生産及び提供する必要がある。このため，企画及び設計においては，潜在的な

ものも含め，顧客のニーズを的確に把握して要求を明確化し，それらを具現化する仕様に変換することが

肝要となる。これに対して生産及び提供では，このように企画及び設計で決めた仕様を確実に実現するプ

ロセスを確立し，決められたとおり実施することが肝要となる。これらの実現に際して重要な考え方が“品

質をプロセスで作り込む”であり，そのための具体的な活動がプロセス保証である。品質保証におけるプ

ロセス保証の役割を附属書 A に示す。 

この規格は，生産及び提供において，“品質をプロセスで作り込む”を狙いとするプロセス保証を効果的

に実施するために，組織が何をするべきかの指針をまとめたものである。 

なお，対応国際規格は現時点で制定されていない。 

0.2 他の規格との一貫性 

この規格は，プロセス保証を対象としており，独立して使用することを意図して作成しているが，マネ

ジメントシステムのパフォーマンス改善に関する次の一連の規格と整合性のある規格として相互に補完し

て使用することもできる。 

－ 方針管理を対象とする JIS Q 9023 

－ 日常管理を対象とする JIS Q 9026 

－ 改善活動を対象とする JIS Q 9024 

－ 企画及び設計のプロセス保証で用いられる品質機能展開を対象とする JIS Q 9025 

この規格は，JIS Q 9005 に規定された品質マネジメントに関する支援技法として使用することを想定し

て作成している。 

0.3 JIS Q 9001 と JIS Q 9004 との関係 

この規格は，組織が JIS Q 9001 及び JIS Q 9004 に基づくマネジメントシステムを，効果的かつ効率的に

運営管理するための支援技法として使用されることを想定して作成されている。 

0.4 他のマネジメントシステムとの両立性 

この規格は，環境マネジメント，労働安全衛生マネジメント，財務マネジメントなどのマネジメントシ

ステムに関する固有な支援技法として作成してはいないが，関連するマネジメントシステムのパフォーマ

ンス改善を支援する技法として組織が使用することができる。 


